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Our lives overflow with the purchase and consumption of goods mass-produced and 
mass-marketed by manufacturers. Even if the percentage of defects or problems is 
small, the actual number is still quite significant. By analyzing shared data by means 
of XML files and the Internet, information systems are useful in solving almost all 
product-related problems and in preventing their reoccurrence and spread. 
 
 
１．はじめに 
 
現在、私たちの生活は、企業の生産・販売するものを購入し、消費することでほとんど
の面が成り立っている。しかも、そうすることへの依存が年々増加している。そのため消
費者が様々な問題に直面することが多くなっている。 
消費者保護に関しては、アメリカでは、1962年、ケネディ大統領が「消費者保護に関す
る特別教書」の中で「安全を求める権利」、「知らされる権利」、「選択する権利」、「意
見を反映させる権利」の 4つの権利を唱え、1975年フォード大統領により「消費者教育を
受ける権利」が追加された。(1)
日本では、1968年公布の「消費者保護基本法」、2001年施行の「消費者契約法」など、
消費者保護のために様々な法律や制度が作られている。そして消費者保護や消費問題、苦
情などの情報収集や消費者教育、安全対策などのために情報提供のシステムが作られてい
る。全国的な消費者に関する問題の発生の防止、発生した場合はその拡大の防止、そして
問題の速やかな解決のためには、ネットワーク化され、共有されたデータを利用して、使
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いやすい情報の収集、管理、発信システムが不可欠である。データの共有にはインターネ
ットで使われている XML（Extensible Markup Language）ファイルの利用を考えてみた
い。 
 
 
２．消費者保護の現状 
 
２－１ 関連する制度、法律 
 
消費者保護に関する法律はたくさんあるが、基本とされるのが、「消費者保護基本法」、
「製造物責任（PL）法」、「消費者契約法」である。 
消費者保護基本法は、消費者の利益の擁護及び増進に関し、国、地方公共団体及び事業
者の果たすべき責務並びに消費者の果たすべき役割を明らかにするとともにその施策の基
本となる事項を定めることにより、消費者の利益の擁護及び増進に関する対策の総合的推
進を図り、もつて国民の消費生活の安定及び向上を確保することを目的としたものである。 
製造物責任（PL）法は、製造物の欠陥により人の生命、身体又は財産に係る被害が生じ
た場合における製造業者等の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を
図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的としたも
のである。 
消費者契約法は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差にかんが
み、事業者の一定の行為により消費者が誤認し、又は困惑した場合について契約の申込み
又はその承諾の意思表示を取り消すことができることとするとともに、事業者の損害賠償
の責任を免除する条項その他の消費者の利益を不当に害することとなる条項の全部又は一
部を無効とすることにより、消費者の利益の擁護を図り、もって国民生活の安定向上と国
民経済の健全な発展に寄与することを目的としたものである。 
これら 3 つも含め、消費者取引の適正化や計量・規格・表示の適正化、公正かつ自由な
競争の確保、安全対策の推進、消費者教育・情報提供の推進などのために多くの法律が作
成されている。関連のある法律をあげてみる。(2)
(1)消費者取引の適性化 
訪問販売等 
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「消費者契約法」「特定商取引に関する法律」「金融商品の販売等に関する法律」  
消費者信用 
「利息制限法」「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律」「割賦販
売法」「貸金業の規制等に関する法律」  
旅行及び運送契約等 
「鉄道営業法」「道路運送法」「タクシー業務適正化臨時措置法」「旅行業法」「鉄
道事業法」「貨物自動車運送事業法」  
保険 
「簡易生命保険法」「保険業法」 
証券取引 
「投資信託及び投資法人に関する法律」「証券投資信託法」「有価証券に係る投資顧
問業の規制に関する法律」「抵当証券業の規制等に関する法律」「金融先物取引法」
「特定債権等に係る事業の規制に関する法律」  
商品取引 
「商品取引所法」「海外商品市場における先物取引の受諾等に関する法律」 
宅地建物取引 
「宅地建物取引業法」「積立式宅地建物販売業法」「住宅の品質確保の促進等に関す
る法律」  
建設工事請負 
「建設業法」  
高齢者への対応 
「成年後見制度」「任意後見契約に関する法律」「後見登記等に関する法律」  
契約取引の適性化 
「建物の区分所有等に関する法律」「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に
関する法律」「生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律」
「国民生活安定緊急措置法 」「石油需給適正化法」「無限連鎖講の防止に関する法律」
「特定商品等の預託等取引契約に関する法律」「前払式証票の規制等に関する法律」
「商品投資に係る事業の規制に関する法律」「借地借家法」  
会員権取引の適正化 
「ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律」  
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継続的役務取引の適正化 
「割賦販売法」  
その他 
「郵便貯金法」「貸付信託法」「預金保険法」「銀行法」「農水産業協同組合貯金保
険法」  
(2)計量・規格・表示の適正化 
計量の適正化 
「計量法」  
食品の規格・表示の適正化 
「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」「健康増進法」  
医薬品等の表示の適正化 
「薬事法」「医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構法」「毒物及び劇物取締法」  
家庭用品等の規格・表示の適正化 
「工業標準化法」「家庭用品品質表示法」 
住宅等の規格・表示の適正化 
「工業標準化法」 
サービスにおける表示の適正化等 
「旅館業法」「環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律」  
規格・表示の適正化による資源制約下の消費生活合理化の促進 
「環境基本法」「循環型社会形成推進基本法」「資源の有効な利用の促進に関する法
律」「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」「食品循環資源の再生利用等
の促進に関する法律」「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」「ダイ
オキシン類対策特別措置法」「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「揮発油等の品
質の確保等に関する法律」「エネルギーの使用の合理化に関する法律」「再生資源の
利用の促進に関する法律の一部を改正する法律」「産業廃棄物の処理に係る特定施設
の整備の促進に関する法律」「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す
る法律」「特定家庭用機器再商品化法」「地球温暖化対策の推進に関する法律」  
単位価格表示の規制 
「不当景品類及び不当表示防止法」 
その他 
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「商標法」  
(3)公正かつ自由な競争の確保等 
独占禁止法 
「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」 
不当景品類及び不当表示防止法 
「不当景品類及び不当表示防止法」「不正競争防止法」  
許認可業種における競争原理の導入等 
「大規模小売店舗立地法」  
その他 
「畜産物の価格安定等に関する法律」「砂糖の価格調整に関する法律」「主要食糧の
需要及び価格の安定に関する法律」「総合的な消費者被害防止・救済策の推進・製造
物責任法」  
(4)各分野の安全対策の推進 
食品安全確保対策の総合的な推進 
「製造物責任(PL)法」「食品衛生法」「農薬取締法」「飼料の安全性の確保及び品質
の改善に関する法律」「流通食品への毒物の混入等の防止等に関する特別措置法」「食
鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」  
医薬品等 
「毒物及び劇物取締法」「薬事法」「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」
「医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構法」  
家庭用品等 
「消費生活用製品安全法」「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」  
自動車等 
「道路運送車両法」「自動車損害賠償保障法」「道路交通法」「交通安全対策基本法」  
建築物等 
「消防法」「建築基準法」「建築士法」「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる
特定建築物の建築の促進に関する法律」  
その他 
「医師法」「火薬類取締法」「高圧ガス保安法」「ガス事業法」「水道法」「下水道
法」「薬剤師法」「電気用品安全法」「電気事業法 」「熱供給事業法」「特定ガス消
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費機器の設置工事の監督に関する法律」「電気通信事業法」  
(5)消費者教育・情報提供の推進 
「社会教育法」  
(6)苦情処理 
「消費者保護基本法」  
(7)消費者の組織化の推進 
「農業協同組合法」「消費生活協同組合法」「消費生活協同組合資金の貸付に関する法
律」「特定非営利活動促進法」  
(8)その他 
高齢社会への対応 
「国民健康保険法」「老人福祉法」「老人保健法」「高齢社会対策基本法」「介護保
険法」  
情報化社会への対応 
「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」「不正ア
クセス行為の禁止等に関する法律」 
 
２－２ 関連する団体と情報システム 
 
消費者の苦情や相談を受付け、処理する機関として次の所がある。(3)
(1)警察庁 
各都道府県警察に「悪質商法 110番」や「警察安全相談」などの窓口がある。 
(2)総務省 
電気通信消費者相談センターや郵便、為替貯金、簡易保険の各事業ごとにお客様相談室
を設置している。 
(3)公正取引委員会 
過大な景品類の提供や不当表示についての調査、排除命令、警告等をしている。 
(4)農林水産省 
地方農政局、沖縄総合事務局、食糧事務所、農林水産消費技術センターに「消費者の部
屋」または「消費者コーナー」を設けている。 
(5)経済産業省 
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本省および経済産業局に消費者相談室を設けている。 
(6)国土交通省 
大臣官房監査官室および総合政策局交通消費者行政課、自動車に関しては、自動車交通
局技術安全部審査課リコール対策室および各地方運輸局整備部車両課で対処している。 
(7)国民生活センター・消費生活センター 
国民生活センター、都道府県・市町村の消費生活センターで、生活に関する苦情・相談・
問合せなどの消費生活相談に応じ、情報の提供、助言、斡旋などをしている。 
 
このほか多くの企業でも消費者相談室等を設けて、苦情・相談・問合せなどに応じてい
る。しかし、このように様々な所で、消費者の苦情や相談を受付けていても収集された情
報をまとめて一覧にしたり、分析したりすることは、情報がそれぞれのところに分散して
おり、なかなか困難である。 
ここで、消費者保護の代表的なシステムである独立行政法人国民生活センターの
PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）について見てみたい。
PIO-NETは、消費生活相談情報システム、危害情報システム、消費者判例情報システム、
商品テスト情報システム、生活問題専門家リストシステム等で構成され、消費者相談分析
情報、消費者被害速報、消費者被害注意報情報、消費者被害警戒報情報などの情報を提供
している。そしてインターネットのホームページ上では次のような情報を提供している。(4)
 
・ 国民生活センターの概要（業務案内、財務情報、規程集、住所・電話番号、職員採用情
報） 
・ 報道発表資料（商品テスト結果、消費者注意情報、調査報告書等） 
・ 回収・無償修理等のお知らせ（被害の拡大と未然防止を目的に新聞掲載された企業の社
告） 
・ 消費者からの相談事例（典型的な苦情事例について解決するためのチェックポイントや消
費者相談専門家向けに相談処理の過程と考え方） 
・ くらしの判例集（消費者問題に参考となる判例を専門家による解説付で紹介） 
・ やさしい消費生活ガイド 
生活絵本（暮らしの中に潜む危険や悪質商法の手口等を動画で紹介） 
くらしの危険（商品事故の事例と対策を紹介） 
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くらしの豆知識（消費生活の知識を中心にコンパクトにまとめたもの） 
・ こまった時はこちら（全国の消費生活センター、商品テストを実施する機関） 
・ 役立つ生活情報（中央省庁の生活に関する情報を収集し月 2回更新） 
・ 原因究明テスト結果（国民生活センターが実施した原因究明テスト情報） 
・ 出版物（国民生活センターが発行している出版物の紹介） 
・ ＴＶ番組「ご存知ですか」（国民生活センターが提供する全国ネットの生活情報番組） 
・ 研修のお知らせ（消費者、行政、企業等を対象とした消費生活に関するセミナー開催のお
知らせ） 
・ 消費生活専門相談員資格認定制度（資格を取得したい人、した人に向けた情報） 
・ リンク集（生活情報を提供しているサイトを集めたもの） 
・ メールマガジン（月 2回、生活情報版と講座・イベント版を発行） 
・ 消費生活相談データベース（過去 10年分の消費者からの相談内容と件数がわかるデータ
ベース） 
・ 消費者トラブルメール箱（体験した悪質商法、問題商品をメール）と集計結果等について 
・ 生活関連文献検索コーナー（国民生活センターが所蔵する文献をオンラインで検索） 
・ 情報公開のご案内（情報公開制度利用の手引、手数料、資料、情報公開窓口） 
 
２－３ 海外の現状 
 
消費者問題は、日本の消費者と日本の企業の間だけで起こるわけではなく、企業の多国
籍化、インターネットや海外旅行での外国製品の購入などにより、日本の消費者と外国の
企業、外国の消費者と日本の企業の間でも起こっている。 
国際的な消費者のための組織としては、国際消費者機構CI（Consumers International）
がある。これは、1960年にアメリカ消費者同盟、イギリス消費者協会、オランダ消費者協
会、ベルギー消費者協会、オーストラリア消費者協会の 5 団体を理事として創設された非
営利、非政府系の消費者団体の国際連絡組織である。現在、イギリスのロンドンに本部、
マレーシアのペナン、チリのサンチアゴとジンバブエのハラレに地域事務局が置かれ、加
盟団体は、123 か国 271 団体(5)に及んでいる。日本からは、日本消費者協会、全国消費者
団体連絡会が正会員として加盟し、日本消費者連盟、消費者法ニュース発行会議が提携会
員、東京都消費生活総合センター、国民生活センターが政府関係機関会員となっている。 
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国際消費者機構では消費者の権利と責任を次のように定めている。(2)
 
［消費者の権利］ 
① 生活の基本的ニーズが保証される権利 ― 十分な食料、衣服、家屋、医療、教育、公益
事業、水道、公衆衛生といった基本的かつ必需の製品・サービスを得ることができるこ
と。 
② 安全である権利 ― 健康、生命に危険な製品、製造過程、サービスから守られること。 
③ 知らされる権利 ― 選択するに際して必要な事実を与えられる、または不誠実あるいは
誤解を与える広告あるいは表示から守られること。 
④ 選ぶ権利 ― 満足できる品質を持ち、競争価格で提供される製品・サービスがたくさん
あり、その中から選ぶことができること。 
⑤ 意見を反映される権利 ― 政府が政策を企画・遂行する際、または製品・サービスを開
発する際に消費者利益の代表を含むこと。 
⑥ 補償を受ける権利 ― 誤り、偽物、あるいは不満足なサービスについての補償を含めて
苦情が適切に処理されること。 
⑦ 消費者教育を受ける権利 ― 基本的な消費者の権利及び責任と如何に行動するかを知
る以外にも、情報を与えられ、自信を持って商品やサービスを選ぶのに必要な知識と能
力を得られること。 
⑧ 健全な環境の中で働き生活する権利 ― 現在及び将来の世代に対して恐怖とならない
環境で働き生活すること。 
 
［消費者の責務］ 
① 批判的意識 ― 商品やサービスの用途、価格、品質に対し、敏感で問題意識をもつ消費
者になるという責任。 
② 自己主張と行動 ― 自己主張し、公正な取引を得られるように行動する責任。 
③ 社会的関心 ― 自らの消費生活が他者に与える影響、とりわけ弱者に及ぼす影響を自覚
する責任。 
④ 環境への自覚 ― 自らの消費行動が環境に及ぼす影響を理解する責任。 
⑤ 連帯 ― 消費者の利益を擁護し、促進するため、消費者として団結し、連帯する責任。 
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1985年国連は発展途上国の消費者利益を考慮した「国連消費者保護ガイドライン」を採
択した。OECDにおいては、1998年より電子商取引における消費者保護について議論が行
われ、1999年 12月に電子商取引におけるOECD消費者保護ガイドラインが採択された。
そして 2003 年 6 月OECDにおいて「国境を越えた詐欺的・欺瞞的商行為からの消費者保
護ガイドライン」がOECD勧告（法的拘束力なし）として採択された。(6)
 
 
３．消費者保護のためのネットワークとデータの共有 
 
広範囲で発生する可能性が高くなっている消費者に関する問題の発生の防止、発生した
場合の拡大の防止、速やかな問題解決のためには、消費者個人や消費者団体、弁護士等専
門家、関連する企業そして行政の間がネットワークで接続され、消費者情報が共有される
必要がある。ここでは、インターネットで利用されている XML によるデータの共有につ
いて考えてみたい。消費者団体、弁護士等専門家、関連企業、行政では、それぞれのデー
タベースから消費者情報の共有用のファイル作成のため XML フォーマットへのデータ変
換あるいは XMLフォーマットでのデータ入力が必要になる。 
図１ 消費者情報の共有 
消費者団体 弁護士等専門家 
 
３－１ 消費者から寄せられた情報の共有 
 
XMLの利用による消費者情報の共有の例として、消費者から寄せられた問題点や苦情情
報について考えてみる。消費者は、商品やサービスについて自分では解決できないような
関連企業 
消費者情報 
消費者 
(共有データ） 
行政 
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問題が発生した場合、これを解決するために消費者団体、弁護士等専門家、関連企業、行
政に訴えることになる。これらの情報は消費者団体、関連企業、行政などそれぞれのデー
タベースに保存され、その後 XML フォーマットに変換され消費者情報（共有データ）に
なる。このケースでは、情報の信憑性やプライバシーを考慮して、消費者が直接、消費者
情報（共有データ）に書き込むことは考えないこととする。 
消費者情報（共有データ）が利用できるようになると、インターネットを通して消費者
はより多くの商品やサービスに関する問題やそれに対する対策や解決方法が分かる。消費
者団体は他での商品やサービスに関する問題やそれに対する対応が分かり、インターネッ
ト以外の方法で相談者などに知らせることもできる。企業でも自社の商品やサービスに関
する問題や類似の商品やサービスに関する問題が分かり商品の改良や新商品の開発、販売
促進に役立てることができる。 
図 2はメインとなる XMLファイルの例である。この中で、shouhi1.xml、shouhi2.xml
とある所では、消費者団体、関連企業、行政などのデータベースから変換された消費者情
報の XMLファイルとそのアドレスを指定する。XML形式に変換されたファイルは、イン
ターネットでアクセス可能であれば、どこの場所にでも置いておくことができる。 
 
図２ XMLファイル 
<?xml version="1.0" encoding="Shift_JIS" standalone="no" ?> 
<?xml-stylesheet type="text/xsl" href="shouhi.xsl" ?> 
<!DOCTYPE shouhi SYSTEM "shouhi.dtd" 
[ 
 <!ENTITY shouhi1 SYSTEM "shouhi1.xml"> 
 <!ENTITY shouhi2 SYSTEM "shouhi2.xml"> 
 
]> 
<shouhi> 
 &shouhi1; 
 &shouhi2; 
 
</shouhi> 
 
３－２ データの構造 
 
前述の消費者から寄せられた消費者情報のデータ項目として、少なくとも、受付の場所、
日時、相談に来た消費者の性別、年齢、都道府県、相談内容、それに対する回答などが必
要である。消費者についての性別・年齢等や回答のデータは無い場合もあるし、複数ある
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場合もある。図３は、この消費者情報の基本的なデータの構造とそれを記述した XML の
DTD（Document Type Definition）である。 
図３ 基本的なデータ構造と DTD 
<?xml version="1.0" encoding="Shift_JIS"  ?> 
<!ELEMENT shouhi (jouhou*)> 
<!ELEMENT jouhou (受付,消費者*,内容,回答*,メモ*)> 
<!ELEMENT 受付 (場所,日付,時刻*)> 
<!ELEMENT 場所 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 日付 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 時刻 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 消費者 (性別|年齢|都道府県)*> 
<!ELEMENT 性別 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 年齢 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 都道府県 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 内容 (タイトル|要約|内容区分|詳細)*> 
<!ELEMENT タイトル (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 要約 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 内容区分 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 詳細 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 回答 (担当|回答区分|回答内容)*> 
<!ELEMENT 担当 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 回答区分 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT 回答内容 (#PCDATA)> 
<!ELEMENT メモ (#PCDATA)> 
jouhou 
受付 
場所 
日付 
時刻 
消費者 
性別 
年代 
都道府県 
内容 
タイトル 
要約 
内容区分 
詳細 
回答 
担当 
回答区分 
回答内容 
メモ 
 
図 4 は消費者情報のデータの記述例である。消費者団体、関連企業、行政などでは、す
でにあるデータベースから変換して作成することが可能である。図５は消費者情報のデー
タを表示したりするときに必要な XSL(Extensible Style Language)ファイルの例である。 
図４ データの記述例 
<?xml version="1.0" encoding="Shift_JIS" ?> 
<jouhou> 
<受付> 
 <場所>国民生活センター</場所> 
 <日付>2003-10-31</日付> 
 <時刻>12:30</時刻> 
</受付> 
<消費者>  
 <性別>男</性別> 
</消費者> 
<内容> 
<タイトル>悪徳商法で買い過ぎ</タイトル> 
<要約>必要の無い羽根布団を、気付いたときにはたくさん買わされていた。</要約> 
</内容> 
</jouhou> 
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図５ XSLファイルの例 
<?xml version="1.0" encoding="Shift_JIS" ?> 
<xsl:stylesheet xmlns:xsl="http://www.w3.org/1999/XSL/Transform" version="1.0"> 
 <xsl:output method="html" version="4.0" encoding="Shift_JIS" /> 
 <xsl:template match="/"> 
  <html> 
  <head> 
  <title>消費者情報リスト</title> 
  <link rel="stylesheet" type="text/css" href="shouhi.css" /> 
  </head> 
  <h1>消費者情報リスト</h1> 
  <xsl:apply-templates select="shouhi" /> 
  </html> 
 </xsl:template> 
 <xsl:template match="shouhi"> 
  <xsl:for-each select="jouhou"> 
  No. <xsl:number value="position()" format="1"/><BR /> 
  受付/場所： <xsl:value-of select="受付/場所" /><BR /> 
  受付/日付： <xsl:value-of select="受付/日付" /><BR /> 
  受付/時刻： <xsl:value-of select="受付/時刻" /><BR /> 
  消費者/性別： <xsl:value-of select="消費者/性別" /><BR /> 
  消費者/年齢： <xsl:value-of select="消費者/年齢" /><BR /> 
  消費者/都道府県： <xsl:value-of select="消費者/都道府県" /><BR /> 
  内容/タイトル： <xsl:value-of select="内容/タイトル" /><BR /> 
  内容/要約： <xsl:value-of select="内容/要約" /><BR /> 
  内容/内容区分： <xsl:value-of select="内容/内容区分" /><BR /> 
  内容/詳細： <xsl:value-of select="内容/詳細" /><BR /> 
  回答/担当： <xsl:value-of select="回答/担当" /><BR /> 
  回答/回答区分： <xsl:value-of select="回答/回答区分" /><BR /> 
  回答/回答内容： <xsl:value-of select="回答/回答内容" /><BR/> 
  メモ： <xsl:value-of select="メモ" /><P /> 
  </xsl:for-each> 
 </xsl:template> 
</xsl:stylesheet> 
 
 
４．おわりに 
 
今後、私たちの生活は、一方では、自分で安全な物を作って自給自足するという生活に
対するあこがれがあるとしても、現実には、ますます、企業の生産・販売するものを購入
し、消費することで生活することになるであろう。その中で、健康で幸せに生活をしてい
くためには、消費者に対する、正確で迅速な情報提供が欠かせない。そして大量の情報が
押し寄せた場合の情報に対する価値判断や情報の選択方法について、さらに考察を続けな
ければならない。データ項目の種類、使いやすい XSL ファイルなどの検討が必要となる。
これらの情報の利用者には高齢者など情報機器の操作に不慣れな人たちも多く存在するこ
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とが考えられるので、このような人々に対する配慮も必要である。 
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